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1.　は じ め に
　現在，わが国の博物館は大きな転換点にあると
いえる 1）。1990 年代，バブル経済の崩壊により，
博物館の設置主体は，その公私を問わず運営費を
削減し，わが国の博物館は「冬の時代」と呼ばれ
る経営危機に陥った。時を同じくして，こうした
現場の厳しい経営環境に対応する形で，わが国で
も博物館経営に関する研究が徐々に散見されるよ
うになった。
　博物館経営は，研究領域として発展途上ではあ
るが，急激に研究が増加した 1990 年代後半と比
べ，今日では博物館を取り巻く環境はどのよう
に変化したのか 2）。端的に言えば，その経営環境
は，さらに複雑化し，バブル経済崩壊後の「冬の
時代」は今日も続き，当時よりも困難な局面にあ
るといえる。その大きな要因のひとつとして挙げ
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られるのが相次ぐ制度改革である。2000 年代に
入り，博物館経営に大きな影響を与える制度改革
が実施され，博物館の経営形態のあり方を根本か
ら見直す必要性に迫られた。
　また，社会が複雑化・多様化する中で，博物館
に求められる社会的役割も変化しつつある。本来，
博物館は，博物館法が社会教育基本法の中に位置
付けられているように，社会教育施設として文化
芸術に貢献する役割を第一義として担っている。
しかし，観光において集客施設としての役割を期
待されたり，近年では文化芸術に限らない地域振
興やまちづくりの分野でも博物館が多様な役割を
果たすことが求められている。
　このように，博物館経営の研究は，その蓄積が
いまだ浅い分野ではあるが，最新の動向として「制
度改革」と「新しい社会的役割」という２点が重
要視されている。この２点に共通していることは，
博物館経営の草創期の目的理念である「集客の
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向上とリピーターの確保」にみられる来館者に焦
点を絞った一元的なステークホルダー観ではなく，
その経営に民間主体を取り込み，広く地域社会に
働きかけていく多元的なステークホルダー観に基
づく「地域連携」という概念が通底している。
　本稿は，博物館経営論の変遷において重要な転
換点となった 1990 年代後半からはじまる「制度
改革」と，それにともない多様な役割を果たすこ
とが求められる地域社会への貢献に関する最新の
動向を整理し，今後の博物館経営論構築の参考と
なる知見を提供することを目的とする。
2.　制度改革と博物館経営論の相関
　博物館経営論の変遷について，その目的理念に
着目した山本（1998，2000）と，評価に着目した
牛島・川嶋（2002）らによる優れた先行研究が存
在する。これらの研究によって，博物館において
「経営」という言葉自体は，近年になって急に取
り上げられたものではなく，昭和初期から概念と
して存在しており，社会経済情勢の変化にともな
い博物館経営が体質変化しながら今日まで議論が
続けられている流れが明らかにされている。
　つまり，博物館経営の研究は，発展途上ではあ
るものの，今日的な課題として近年になって議論
されはじめたものではなく，わが国の博物館の草
創期より，その年代ごとの問題意識から常に議論
されてきたものであることが分かる。
　しかし，現実的には，バブル経済崩壊に起因
する財政の逼迫が，現場の危機感を募らせる形
で，博物館学あるいは博物館研究の研究者たちの
関心を経営評価等の経営学（博物館経営）分野へ
と移行させていったといえる。この経営学分野へ
の関心の高まりは，博物館に限定したものではな
く，New Public Management をはじめとする公
共領域全体の経営にいえることである。この流れ
は，①バブル経済崩壊を契機として，現在も継続
している厳しい財政状況，② PPP に基づく制度
改革，③公立博物館を中心としたガバナンスの見
直し，という 3段階に分けられる。次節より，段
階ごとに詳述する。
2.1.　バブル経済崩壊を契機として，現在も継続
　　　している厳しい財政状況
　これからの博物館の在り方に関する検討協力者
会議（以下，「検討協力者会議」とする）は，博
物館が置かれている社会の状況について「1990
年代前半にバブル経済が崩壊し，わが国の経済状
況は悪化し，文化・芸術関係の予算や人員が縮小，
削減される傾向が強まり，この流れが現在も続い
ている」と言及している。実際に，公立館の多く
は，設置主体である地方公共団体の税収等の悪化
により博物館の運営費を大幅に削減する傾向にあ
り，今日においても削減された当時の水準のまま
という館も少なくない。財団法人日本博物館協会
の調査によれば，資料購入費について「平成 19
年度においては，調査した博物館全体の 56.6% は
予算がなく，20.6% が 100 万円未満となっている」
という厳しい状況が報告されている。つまり，わ
が国の博物館の半数以上が，新たに資料を購入す
る予算がなく，博物館機能の根幹のひとつである
コレクションの収集・保存が満足にできていない
のである 3）。
2.2.　PPPに基づく制度改革
　1980 年代以降，深刻な財政赤字に悩まされた
欧米諸国において，行政機関の新たなマネジメン
ト手法としてNPM（New Public Management）
が用いられ，公共サービスの民間開放が促進され
ることで官民パートナーシップ（Public Private 
Partnership）による公共サービスの提供が広まっ
ていった。
　このような世界的潮流に加え，バブル経済崩壊
によって財政的な制約が高まるわが国においても，
日本版 PPP の導入が求められるようになった。
このことから，当時の小泉内閣によって 2001 年
に骨太方針が閣議決定され，その中で，「公共サー
ビスの提供について市場メカニズムをできるだけ
活用していくために『民間でできることは，でき
るだけ民間に委ねる』という原則の下に公共サー
ビスの属性に応じて民営化，民間委託，PFI の活
用，独立行政法人化等の方策の活用に関する検
討を進める」ことが示された 4）。この日本版 PPP
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の導入にともない民間開放を促進する目的から制
度改革が進められた。この流れの中で，博物館に
関連する制度等は図表 1の通りとなっている。
　図表 1の中で，博物館経営上，大きなインパク
トを与えたのは地方自治法 244 条の 2の一部改正
による「指定管理者制度」であるといえる。従来
の管理委託制度では，管理運営主体が公的な性質
を有している必要があったが，指定管理者制度で
は民間企業のみならずNPOや民間事業者も可能
になった。この意味において，日本版 PPP が目
指す「財政赤字の解消，経済の活性化，特に公共
サービスの質の向上とコスト削減や民間部門での
新たなビジネスチャンスの創造，雇用創出」につ
ながる制度改革であった 5）。
　同制度は，2003 年施行から 3 年間の経過措置
がとられ，2006 年には従来制度の施設をすべて
直営形態にするか，指定管理者制度へ移行するか
決定しなければいけないという点で，わが国の公
立博物館に対して経営形態の再考を促す契機とな
り，非常に大きな影響があったといえる。
　ただし，指定管理者制度が PPP の目的理念の
通りに機能し，博物館経営が従来よりも効率的・
効果的になったのかという問いは，約 10 年を経
た今日においても明確な解が出ているとは言い難
い。検討協力者会議による「新しい時代の博物館
制度の在り方について」の中で，「公立博物館に
おいては，館種を問わず，指定管理者制度の導入
に関する問題が目下の関心事となっている」とし
た上で，「博物館に経済効率性の原則を適用する
ことへの抵抗感とともに，学芸機能の継続性への
不安から社会から託された貴重な資料を確実に次
世代に継承していくという大きな使命を担う博物
館に，一定期間ごとに主体が入れ替わることを前
提に制度設計された指定管理者制度は整合しない
といった主張がなされている」と指摘している 6）。
2.3.　公立博物館を中心としたガバナンスの見直し
　上述の通り，指定管理者制度は，その導入の是
非を巡って制度設計に関する議論が盛んに行われ
てきたが，最も重要な論点は博物館経営論におけ
る意思決定のあり方を問う根本的な問題であると
いえる。
　地方公共団体による直営館の場合，施設を整備
する設置主体と，その施設の日常的なオペレー
ションを担う経営主体は同一であり，「公設公営
型」といえる。一方，管理委託制度の場合，設置
主体は地方公共団体等，経営主体は管理運営主体
となり，「公設民営型」となる。しかし，従来の
制度では「民」といっても多分に公的な性質を有
した団体が経営主体であったため，極めて公設公
営（直営）に近い類型であったといえる 7）。
　指定管理者制度の場合，民間企業やNPO等が
経営主体になることが可能であることから，従来
と比較して官民パートナーシップとして真の意味
での公設民営となる。この場合，指定管理者制度
の導入によって，コスト削減やサービスの質の向
上を目指すが，それ以前に従来と異なる要素（民）
が，その経営に関与することによって変質する部
分にどのように対応していくかを事前に定めてお
く必要がある。
　つまり，民間主体とのパートナーシップの下で
博物館を経営していく場合，それは単に民間主体
に博物館経営を任せるということではなく，どの
ようなガバナンス体制を構築するか，設置主体と
経営主体の二者間における意思決定のあり方や業
務分掌等について協働する民間主体と共に経営形
態を確立しなければならない。さらに，管理運営
主体となる指定管理者だけではなく，地域社会の
様々な民間活力をどのように博物館に取り込んで
いくのかという多様なステークホルダーとの協働
図表 1　博物館経営に影響を与えた制度改革の変遷
1951 博物館法公布
2003 指定管理者制度（地方自治法 244 条の 2の改正）
2012 学芸員養成科目の改正
出所：筆者作成
博物館法の改正
1999 独立行政法人通則法
2008 新公益法人制度（公益法人改革関連 3法）
民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促
進に関する法律（PFI 法）
2001 今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関
する基本方針（骨太方針）の閣議決定
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体制の構築，地域連携のあり方を議論のゴールに
見据える必要がある。
　しかし，実際には，制度設計のあり方やメリッ
ト・デメリットに関する議論はなされていたが，
官民協働となる上で再設計が求められる公設民営
のあり方，ガバナンス体制に関する議論は決して
十分であるとはいえない。
　博物館経営論の変遷として，1990 年代後半か
らはじまる一連の制度改革は，大きな影響を及ぼ
すものとして注目を集めたが，その議論は制度
設計等の内容に関するものに終始し，ガバナンス
体制にまで言及されることが少なかった。しかし，
後述するように博物館経営論の最新の動向として
「地域連携」の重要性が高まる中で，より一層民
間主体等の多様なステークホルダーとどのように
関係を構築していくかが問われることになる。
3．博物館の新しい社会的役割
　今日，社会の複雑化や価値観の多様化が進む中
で，博物館に求められる社会的役割が変化しつ
つある。「文化芸術の振興に関する基本的な方針
（2011 年 2 月 8 日閣議決定）」では「美術館，博
物館，図書館等が優れた文化芸術の保存・継承，
創造，交流，発信の拠点のみならず，地域の生涯
学習活動，国際交流活動，ボランティア活動や観
光等の拠点としても積極的に活用され，地域住民
の文化芸術活動の場やコミュニケーション，感性
教育，地域ブランドづくりの場としてその機能・
役割を十分に発揮できるよう」と述べ，博物館に
対して地域における多様な役割を求めている 8）。
　また，第４回 21 世紀ミュージアム・サミット
における「美術館の未来」というテーマのパネ
ル・ディスカッションにて，ルーブル美術館の
Leseur は「美術館というのは，社会の中で新し
い形の『アゴラ（市民が集い，談論する広場）』
になりうるものを作り上げたり，人格形成に役立
つという役割があるのですが，では美術館が他の
施設とどのような違いがあるのかというところが
問題になるかと思います。（中略）美術館の側か
らは聖堂のような威厳ある場所，というイメージ
から，徐々にもう少し人々に開かれた場所になっ
ていくよう努力しています。（中略）それととも
に，ルーブルは観光地の一つ，エンターテインメ
ントの場所にもなっている。また，学びの学府と
しても，そして作品との出会いの場所としてもあ
ります。それらのさまざまなあり方が，相互に緊
張関係として存在しています（後略）」と言及し
ている 9）。前段の基本方針でも Leseur の言説で
も，博物館と社会との関わり方において，単に資
料を展示し，一般に公開するだけではなく，コミュ
ニティ形成や創造または観光の拠点のように広範
な役割を意識していることが分かる。
　さらに，前述の「新しい博物館制度のあり方に
ついて」で検討されている博物館の新しい登録
基準において，その骨格として①経営（マネージ
メント），②資料（コレクション），③交流（コ
ミュニケーション）の３点が挙げられており，特
に，③交流については「（前略）施設と利用者と
いう関係を超えた幅広いコミュニケーションを図
り，人々に支えられる博物館かどうかという観点
が必要である。そのような取り組みによって，学
校，家庭及び地域の連携の中核になる等，地域の
活性化の役割も一層促進することができる（後
略）」と言及している 10）。この言説では「利用者
という関係を超えた幅広いコミュニケーション」
と「地域の連携の中核になる等，地域の活性化の
役割」と明確に謳われている。これらの指摘から，
博物館の新しい社会的役割として，従来の枠組み
を超えて，より広く社会に働きかける方向性を見
いだすことができる。
　平井（2013）は，博物館経営において「交流」
ひいては同義語として用いられる「地域連携」が，
なぜ現代的な課題として取り上げられるのかとい
う問いに対して 2つの要因を挙げている 11）。
　第一は，「欠如した経営資源をどのように補完
するか」に主眼が置かれている地域連携である。
バブル経済崩壊によって博物館は大幅に運営費が
削減され，多くの事業活動が縮減または停止状態
となった。そのため，指定管理者制度やPFIによっ
て民間の経営ノウハウや資金を活用する制度設計
が行われたように，博物館に欠如している経営資
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源を地域連携（官民パートナーシップ）によって
補完することを目的とする。この要因による地域
連携は，欠如した経営資源を自館に取り込み，経
営力を向上させることを目的としていることから，
その志向性は内側（内部）にあるといえる。
　第二は，「地域活性化の担い手としての地域連
携」である。この地域連携は，博物館の新たな社
会的役割として期待されている観光，まちづくり，
コミュニティの中核（拠点）的存在，地域の活性
化等に資する形として位置付けられる。この場合，
地域連携の主眼は，自館の経営力の向上ではなく，
地域の活性化に向けられていることから，その志
向性は外部にあるといえる。
　前者は，PPP に基づく制度改革の流れを汲む
ものであり，従来の博物館経営の議論の延長線上
にあるといえる。一方で，後者は，社会の変化に
ともなう現代的な課題に対応する形で生まれた新
たな議論であり，従来の博物館経営の枠組みを超
えた研究テーマのひとつであるといえる。
　この「地域活性化の担い手としての地域連携」
の議論に先鞭をつけた研究として挙げられるのが
上山・稲葉（2003）による創造都市効果に着目し
た博物館の経済価値に関する論考である。
　上山・稲葉は，「かつては『経済 vs. 文化』と
いう二元論の時代があったが，現在では経済と文
化は密接な相互依存関係にあり，経済はその維持
拡大のために文化を必要とし，文化もまた経済に
貢献することで資金や人材の基盤が広がる」と指
摘している。そして，グラスゴーやビルバオ等の
事例を挙げて，欧州ではすでに博物館や文化芸術
は都市再生の切り札であることが実証されている
と主張している 12）。
　また，博物館はビジネスとしてはあまり儲から
ない産業構造にあるが，その周辺にもたらす経済
価値は極めて大きいとし，博物館の経済価値を 3
段階で捉える図表 2を提示している。
　博物館の経済価値という観点において，ルーブ
ル美術館，大英博物館，メトロポリタン美術館等
の世界的な博物館が魅力的な観光スポットとして
抜群の集客力を誇り，高い経済波及効果を生んで
いるのは，すでに周知の通りである。しかし，上
山・稲葉は，観光関連の経済効果を「地元経済効果」
とし，そのもう一段階上に「創造都市効果」を挙
げ，博物館の外部経済効果を説明している。今日
では，ビルバオ効果として有名であるグッゲンハ
イム美術館の事例等が博物館経営の分野において
も認知されているが，彼らの研究は，各種事例の
紹介も含め体系的に纏められた数少ない文献とし
て，わが国の博物館経営研究に貴重な知見を提供
するものである。
4．創造都市に関する所論と博物館経営との
　　関係性
　第 3回 21 世紀ミュージアム・サミットの特別
講演において，文化庁長官（当時）の青木保は「す
ばらしい美術館が存在することは，国や地域の誇
りであり，またその社会に与える力となります。
そして，良い美術館は地域や国境を超えた存在で
もあり，文化による都市創造の基盤を形成します。
現在，グローバル化，情報化が進展するなかで，
文化による都市創造には大きな期待が寄せられて
いる」と述べ，創造都市の文脈において，美術館
が観光，ビジネス，地域の活性化の中心として多
方面にわたって貢献していると指摘している 13）。
　博物館の新しい社会的役割について，特に地域
活性化に資する可能性が高く，周辺地域に外部経
図表 2　3段階で捉えるミュージアムの経済価値
経済価値のスケール
大
少
出所：上山・稲葉（2003）p. 27
③創造都市効果
　・周辺産業への刺激（出版，ファッション，デザイン，広告等）
　・知的プロフェッショナル集積産業の誘致
　・地価の維持・上昇
②地元経済効果
　・観光客の食事
　・ミュージアム運営のための購買
　　（機材・消耗品等）
　・館の内外での雇用
①単体収支
　・入場料収入
　・寄付金収入
　・付帯事業収入
　　（ショップ，レストラン，出版等）
効果の領域
狭 広
外部経済効果
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済効果をもたらすと考えられる創造都市論につい
て以下で概観したい。
　佐々木（2003）は，創造都市論の系譜には２
つのアプローチがあると説明している。第一は，
Jacobs の「修正自在型」の都市経済システムに
基づく創造都市論である 14）。Jacobs は，国民経
済の発展は創造的な都市経済の実現が前提にある
という主張の下，世界的な巨大都市ではなく，中
部イタリアのボローニャやフィレンツェに着目し，
これらの地域における職人企業というマイクロ企
業のネットワークの集積が示す特徴に感嘆し，大
量生産システムの次に来る画期的な変化と認識し
た。
　第二のアプローチは欧州創造都市研究グループ
の視座である。そのグループの中で，特に，文
化芸術の「創造性」に着目した Landry は，脱工
業化都市において，文化産業がダイナミックな成
長性や雇用面での効果を示すのみならず，都市
住民に対して問題解決に向けたアイデアを刺激す
る等のように多面的なインパクトを与えているこ
とに注目している。Landry の「創造都市」は都
市問題に対する創造的解決のための「創造的環境
（Creative milieu）」をいかにして作り上げ，いか
にそれを運営していくのか。そして，そのプロセ
スをいかに持続的にしていくのかについて，代表
的な都市だけではなく小都市の事例も挙げながら，
実践的な「創造都市をつくるための道具箱」を提
供するユニークな「創造都市政策論」を展開して
いる 15）。
　上記のように創造都市論における 2 つのアプ
ローチのうち，前述の青木の言説や上山・稲葉
が図表２で示す創造都市効果は，第二のアプロー
チである Landry の創造都市政策論の枠組みであ
るといえる。この創造都市政策論において，博物
館は Landry が提唱する「創造的環境（Creative 
milieu）」を作り上げるうえで主要な役割を担う
ことが考えられる。この創造都市において，博物
館は文化産業の担い手たちの拠点であり，彼らの
創造性を刺激する文化的な空間であり，地域（都
市）経済の活性化に資する文化産業のインキュ
ベーション装置であることが求められる。
　この創造都市論は，博物館が新たな社会的役割
を求められる今日において重要な理論であるとい
える。実際に，斜陽の工業都市を世界有数の観光
地へと転換させたグッゲンハイム・ビルバオの事
例は，博物館関係者の中でもビルバオ効果として
有名であり，創造都市論という理論的な文脈では
なくとも，文化が経済に与える正の影響や文化産
業または創造産業に関する理解は進みつつあると
いえる 16）。
　博物館経営に関する研究が，現場の危機感をと
もなって急激に増加した 1990 年代は，一連の制
度改革がその増加を後押しした 17）。日本版 PPP
は，サッチャー政権下で展開された公共部門の効
率化を参考にしており，その影響を受けた英国の
今日における文化政策は，国家ブランド戦略「クー
ルブリタニカ」を掲げ，創造産業を英国の経済を
牽引する産業として位置づけている。わが国の博
物館界でも日本版 PPP が博物館経営に大きな影
響を及ぼしたように，創造産業ひいては創造都市
論が地域連携等の外部志向的取組における主要な
理論や手法として，今まで以上に取り上げられる
可能性があると考えられる。
5．お わ り に
　本稿は，いまだ研究の蓄積が浅い博物館経営論
の理論構築の一助となることを目的として，まず，
博物館経営の変遷において重要な転換点であった
1990 年代後半から続く制度改革に関する議論の
要点を整理した。次に，社会の変化にともない博
物館に求められる新たな役割について，その議論
において重要な論点となる可能性が高い創造都市
論を博物館との関係から概観した。
　制度改革においては，公設民営型のみならず，
民間主体と経営のパートナーに組み込む経営組織
の再設計，ガバナンス体制にまで踏み込んだ議論
をゴールに設定する必要があることを指摘した。
　最新の動向として取り上げた創造都市論は，
2000 年代前半から博物館界でも話題に上がるこ
とはあるが，博物館経営の分野における研究は極
めて少ない。しかし，現実的には，横浜や金沢等
わが国における博物館経営論の変遷と最新動向 51
の創造都市でも，近年話題を集める直島や越後妻
有における国際芸術祭でも，果たす役割の差こそ
あっても博物館が存在し，多くの人を迎え入れて
いる 18）。今後は，広く地域社会に働きかけてい
く多元的なステークホルダー観に基づく「地域連
携」を推進していく観点から，博物館経営論にお
いて創造都市や文化産業に関連する研究が重要な
意味を有してくると考えられる。本稿では，その
関係性を指摘するにとどまったが，また稿を改め
て考察したい。
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